様式１　企画提案申請書

以下の様式により作成すること。
様式１　企画提案申請書
	申

請

者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職名
	

	
	氏名（ふりがな）
	

	
	所在地
	〒

	
	
	

	
	
	

	連絡担当窓口

(主)
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署・役職名
	

	
	
	

	
	所在地
	〒

	
	
	

	
	
	

	
	電話番号
	

	
	ファックス番号
	

	
	E-MAIL
	

	連絡担当窓口

(副)

	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署・役職名
	

	
	
	

	
	所在地
	

	
	
	

	
	
	

	
	電話番号
	

	
	ファックス番号
	

	
	E-MAIL
	


様式２　事業実施計画及び関連分野の事業実績
以下の点について、具体的かつ明確に記述すること（記述方法は任意）。
１．事業実施計画
（１）事務局業務
公募要領の３．事業の内容（４）主な業務内容において示している内容について、準備・運営等を実施するための事務局の業務体制等について記述すること。
※　日本語及び英語で連絡・調整等を行うことができる事務局体制を有することが分かるよう記述すること。
（２）レセプションの運営
レセプション当日の運営に必要な人員配置を記述すること。オペレーションがスポーツ庁、東京２０２０組織委員会、会場ホテル等と連携できる体制となっているか。誘導、警備についてセキュリティが担保できる計画が立てられるか。

（３）本事業の運営をする上での課題に対する対応
開催前の招待状に係わる海外からの照会に対応できる体制になっているか。
決められた時間内に招待客をバスに乗せ込む誘導計画が立てられるか。
（４）危機管理上の対応取組等
　災害時における危機管理機能や想定外の事態にも対応できる準備があるか具体的に示すこと。特に感染症対策についても必ず記載すること。
（５）その他

本事業の効果を高めるための取組等の企画提案があれば、記述すること。
但し、他の国費による事業は対象としない。
２．関連分野の事業実績
（１）国際イベントの事業実績
外国人を対象とするレセプションや文化・スポーツイベントに関する事業実績を記述すること。
※　直接、国際的な機関と連絡・調整を行って開催した実績があれば記述すること。
様式３　経費予定額

（単位：円）

	費目
	種別
	内　　　訳
	経費予定額
	備考

	人 件 費
	人 件 費
	
	
	

	事 業 費
	諸謝金
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	

	
	借損料
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	

	
	会議費
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	

	
	消費税相当額
	
	
	

	一般管理費
	一般管理費
	
	
	

	再委託費
	再委託費
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


１．経費予定額の計上について
公募要領において示しているとおり、レセプションは、スポーツ庁や東京２０２０組織委員会と調整の上、開会式前の輸送スケジュールや条件等に従って開催することになる。よってホテルについては以下の条件に留意し提案すること。
[レセプション開催ホテルの選定条件]

・開会式会場（住所：東京都新宿区霞ヶ丘町10番1号）までの所要時間がバスで２０分程度であること。
・午後にリハーサルを含め利用可能な宴会場があること。（レセプション開始時間は１７時～１８時の間を想定）
・３００名程度の人数が収容可能でステージがあること。
・３００名程度が車両やバスで乗り降りがスムーズに行うことが可能であること。
・レセプション会場の他に文部科学省及びスポーツ庁幹部、スポーツ庁職員（約２０名）、スタッフ（約５０名）、出演者（約１００名）、プレス（約２０名）の控室を確保できることが望ましい。
また、催し物はスポーツ担当大臣として各国に対し、日本のスポーツ・文化を紹介する演目を取り入れる必要があるため、以下の条件に留意し、スポーツ庁と調整の上決定すること。
［催し物の選定条件］
　・東京都内の伝統芸能を２つ～３つ程度取り入れること
　・日本固有の武道の演武を取り入れること
なお、選定された契約予定者とは、委託事業実施計画書等を基に契約条件を調整し、契約金額については、委託事業実施計画書等の内容を勘案した上で、本事業内容の全体の実施に必要な金額で契約を行う。
様式２の１．（以下「本事業」という。）の実施に必要な主な経費は、次の内容を想定している。
（１）事務局業務
事務局職員の人件費（社会保険料等を含む。）、外部の者に依頼する事業実施の労務に対する諸謝金、事務局職員の移動に係る旅費、事務局業務に必要な物品・機械・物品・用具・器具・設備等の借料・リース料、資料やマニュアル等の印刷製本費、事務用品等の消耗品費、関係者による準備会議等の際のミネラルウォーター、お茶等の会議費、郵送代等の通信運搬費及び一般管理費等
（２）レセプション運営費
　　ア．会場：会場借料、飲食費、人件費（司会、通訳、給仕、音響・映像操作、誘導）、装飾費、音響機材借料、映像機材借料
　　イ．催し物の出演者：諸謝金、交通費、（必要があれば）宿泊費、道具借料
　　ウ．警備：人件費（警備員）、警備機材（金属探知機）借料

（３）その他、本事業の効果を高めるための取組等
　　　企画提案内容の実施に必要な経費

２．委託経費の区分についての経費計上の留意事項等
①　本事業の実施に直接必要とする経費のみ計上すること。ただし、計上できる経費は契約期間内のものに限る。

②　本事業における経費については、他の経費と明確に区分し経理すること。

③　人件費（社会保険料等を含む）については、雇用の必要性及び金額（人数、時間、単価（級号、超勤手当の有無））の妥当性を判断の上、計上すること。
④　諸謝金については、外部の者に依頼する事業実施の労務、会議出席、講演、通訳、単純労働、その他の労務に対して支払うものとする。（業者等との契約による場合は、雑役務費に計上すること。）なお、菓子折、金券の購入は認められない。

⑤　旅費については、原則として、国家公務員等の旅費に関する法律及び団体の旅費規程を準用した額とする（移動費、宿泊費、日当等）。航空会社のマイレージポイント等、ポイントの類は取得しないこと。回数券プリペイドカード等の購入は対象外とする。高速道路料金やタクシー利用代金などは必要性がある事の説明と領収書等の証憑書類を添付すること。
⑥　諸謝金、旅費等については、その対象・内訳等が分かる書類を添付すること。その他の経費についても内訳が分かる見積書等の書類を添付すること。

⑦　借損料については、会場借料、機械・物品・用具・器具・設備等の借料・リース料等（見積書・請求書等には、使用期間（時間）、数量等を記載のこと。）を対象とする。

⑧　印刷製本費については、資料、マニュアル、その他事業実施に係る印刷物等の印刷製本又は複写（見積書・請求書等には印刷・製本仕様を記載のこと。）、記録用写真フィルムの現像及びプリントに要する経費とする。

⑨　消耗品費については、各種事務用品、書籍類、その他事業の実施に直接必要とする消耗品を対象とする。なお、ポイントの取得等による個人の特典は認められない。

⑩　会議費については、関係者による準備会議等の際のミネラルウォーター、お茶等に要する経費と、レセプション開催における飲食費（酒類を含む食事を提供する）とする。なお、食事の単価は原則として１５,０００円（消費税別）を限度とする。
⑪　通信運搬費については、はがき・切手代、郵送料、宅配便等の料金、物品等梱包発送による運搬料とする。なお、切手を購入する場合、必要最小限の枚数とし受払簿等で適切に管理すること。

⑫　雑役務費については、会議記録の作成（文字起こし及び翻訳等）、情報発信に係るブースの設置・資料等の制作等の役務（業者との契約により行うもの）の請負に対して支払うもの、対象経費の支出に係る銀行振込手数料、広告等掲載料（費用対効果を考慮し、過大な計上は認められない。）とする。

⑬　消費税相当額については、団体が課税事業者（納税義務者）で、不課税経費を計上している場合に、それに該当する消費税相当額のみ計上すること。この場合、課税事業者である旨を確認できる書類を添付すること。

⑭　一般管理費については、当該委託事業分として経費の算定が難しい光熱水料や電話料、ＦＡＸ送受信料、複写機保守料、管理部門の人件費（管理的経費）等に係る経費であり、委託事業の直接経費（人件費、事業費）の１０％の範囲内で、受託者の直近の決算により算定した一般管理費率及び受託者の受託規定に定める一般管理費率などから適切に算出する。

⑮　再委託費については、第三者に委託することが事業の実施に合理的であると認められる場合に再委託を行う事業の経費を計上すること。（再々委託費については対象としない。）

⑯　上記に記載する経費以外の経費については、原則として本事業の対象経費としない。
様式４　誓約書
誓　　約　　書
当社団体は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ること
となっても、異議は一切申し立てません。
また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。
記
１ 契約の相手方として不適当な者
(1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人
である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の
代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者
をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年
法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同
法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損
害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する
など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している
とき
(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな
どしているとき
(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
２ 契約の相手方として不適当な行為をする者
(1) 暴力的な要求行為を行う者
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
(4) 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者
(5) その他前各号に準ずる行為を行う者
年　　月　　日
住所（又は所在地）
社名及び代表者名
署名（自署）
※役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。
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